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知的障害者更生相談所 
知的障害者更生相談所は、知的障害者福祉法第１２条の規定により設置されたものであり、次の業務を行っ

ている。 

 

１ 知的障害者更生相談所の業務 

平成１５年度から、障害者に対する支援策が大きく変更され、それまでの措置制度が原則として廃止され

支援費制度が導入される。また平成１８年度から障害者自立支援法が制定され、これに伴い当所の業務の

一部が変更された。 

  

(1) 相談業務 

１８歳以上の知的障害者及びその家族などから施設利用、日常生活、療育手帳、医療、進路、就労、障

害年金、各種手当等についての相談に応じ、専門家による助言、指導を行っている。また、市町や関係機関

等と連携し、必要な支援を行っている。 

来所による相談が困難な者に対しては、福祉事務所や市町などと連携し、出張による相談にも応じてい

る。 

 

(2) 判定業務 

相談内容に応じ、専門家による各種判定を行っている。その主な内容は次のとおりである。 

業 務 種 別 業   務   内   容 

市町からの依頼

による判定 

市町が支援費制度による施設支援（自立支援法による移行にまだ移行していない施

設が多い）、自立支援法による居宅支援の支給決定を行うに際して障害程度区分等

の判断が困難なものについて、判定依頼を受けた場合に実施。また、施設支援にかか

る強度行動障害加算及び重複障害加算に係る知的障害に該当するか否かについて

の判定を市町の依頼に応じて実施。 

療育手帳の判定 療育手帳の交付及び更新のための判定。 

手 当 の 判 定 
手当の支給を希望する在宅の知的障害者について、特別児童扶養手当・特別障害者

手当の支給要件に該当するか否かの判定をする。 

 

(3) 情報提供 

ア 障害年金診断書作成にかかる情報提供 

          知的障害者が、医療機関で障害年金診断書の作成を依頼する際、障害程度、経緯等について本人・

家族等の求めにより、情報提供をする。 

   イ 職業指導にかかる情報提供 

知的障害者が公的機関で職業指導を受ける際、その指導に資するために、本人同意のもと当該機関

からの依頼に応じて障害の程度等について情報を提供する。  

   ウ 被害解決のための情報提供 

          知的障害者が詐欺などの被害にあった場合、その問題解決のために、本人同意のもと当該支援機関 

からの依頼に応じて情報提供をする。 

 

(4) 市町に対する支援 

市町が障害者に対して相談に応じたり、支援費の支給決定の際の障害程度区分や、支援の必要性に

ついての整理等に関して困難が生じた場合に、市町からの求めに応じて技術的助言をして行っている。 
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２ 管内の状況 （人口、世帯数は平成２０年１０月１日現在） 

市 町 名    人 口  （人） 世帯数 （世帯） 
療育手帳所持者数

H21.3.31 現在  （人） 
相談数 （人） 

金 沢 市 ４５７,２７３ １８７,７２９ ２，４９８ ２７２ 

か ほ く 市 ３４,７５７ １１,１４８ ２３０ ３０ 

白 山 市 １１０,７４９ ３７,４９４ ６３７ ９１ 

石川郡 野々市町 ５０,５９４ ２２,９３１ ２５３ ２７ 

河北郡 
津 幡 町 ３６,７５６ １１,５５４ ２０５ １５ 

内 灘 町 ２６,７３０ ９,８７７ １２９ １１ 

小 松 市 １０８,７７９ ３７,７５７ ６１９ ７６ 

加 賀 市 ７２,６３５ ２６,８３０ ４６３ ５５ 

能 美 市 ４８,４６４ １６,１４４ ３０９ ３６ 

能美郡 川 北 町 ６,０８５ １,７３３ ２６ ２ 

七 尾 市 ５８,６６８ ２１,５７６ ４２０ ４１ 

羽 咋 市 ２３,４８６ ８,２２４ １５２ １４ 

羽
咋
郡 

志 賀 町 ２２,３３２ ８,０４１ １７４ １１ 

宝達志水町 １４,４９８ ４,６９６ １２２ ７ 

鹿島郡 中能登町 １８,６００ ６,２４６ １２９ １５ 

輪 島 市 ３０,３００ １１,８１０ ２４９ １３ 

珠 洲 市 １６,３２５ ６,３７２ １２４ １０ 

鳳
珠
郡 

穴 水 町 ９,７５０ ３,６９５ ６３ １２ 

能 登 町 １９,８７５ ７,６２３   １５２ １６ 

管 外      ８ 

計 １,１６６,６５６ ４４３,４８０ ６，９５４ ７６２ 
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３ 相談判定状況（平成２１年度） 
 

(1) 相談処理状況 

区分 

取

扱

実

人

員 

相     談     内     容 （件） 

療

育

手

帳 

生

活 

職

業 

施

設 

年

金 

手

当 

情

報

提

供 

他

機

関

へ

の 

そ

の

他 計 

（人） 

来 所 ３５３ ３４２ ５   ２７   ２ ３７６ 

書 類 ３１２ １６４  １６ ３ １０４ ４ ２１  ３１２ 

出 張 ９７ ７９   １８     ９７ 

計 ７６２ ５８５ ５ １６ ２１ １３１ ４ ２１ ２ ７８５ 

（注） １ 「施設」には支援費制度における強度行動障害加算、重複障害加算の判定依頼等が含まれる。 

 ２ 「手当」には特別児童扶養手当、特別障害者手当が含まれる。 

 

(2) 判定状況   

区 分 

判
定
実
人
員
（人
） 

判  定  内  容（件） 

医
学
的
判
定 

判 
 

定 
心

理

学

的 
職
能
的
判
定 

社

会

診

断 

行

動

障

害 

強 
 

度 

手
当
の
評
価

特
別
障
害
者 

そ

の

他 

計 

来 所   ３５３ １２１ ３４８  ３４８  ４７  ８６４ 

書 類 ３１２ １ １５９  １５９  ７０  ３８９ 

出 張 ９７  ９７  ９７ １８ ２２  ２３４ 

計 ７６２ １２２ ６０４  ６０４ １８ １３９  １，４８７ 

 

(3) 文書交付状況                （単位：件） 

区 分 

文  書  交  付 

療

育

手

帳 

情

報

提

供 

障

害

年

金 

情

報

提

供 

他

機

関

へ
の 

手
当
診
断
書 

特
別
児
童
扶
養 

障

害

加

算 

強

度

行

動 

加

算 

重

複

障

害 

そ

の

他 

計 

来 所 ３４２ ２１ ２ １４   ６ ３８５ 

書 類 １５９ １００ ４２    ４ ３０５ 

出 張    ７９    １８  １ ９８ 

計 ５８０ １２１ ４４ １４ １８  １１ ７８８ 

 

 


